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故西山夘三氏が遺 した膨大な資料の整理が 「西山夘三記念すまい ・まちづ くり文庫」のメンバーの手によって1997年

秋に完了 した。本研究の目的はこの西山文庫で整理 された諸資料を活用することにより,西 山とかかわりの深い戦中 ・

戦後期の住宅 ・都市計画上の諸課題について整理 ・分析を行 うことである。取 り上げたテーマは,① 昭和10年 代 ・20年

代の住宅調査,② 住宅営団と西山夘三の持家主義批判,③ 関西における住宅営団住宅地の変貌,④ 戦後初めての 『住宅

白書』 と住宅運動,⑤ 農村住宅研究会 と西山夘三 ・西山研究室,⑥ 昭和20年 代 における住宅不良度判定 と西山夘三,の

6つ で,各 委員の専門分野の萌芽期に位置付け られる文献 ・資料の解題を行 った。
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   The late Dr. NISHIYAMA, Professor of the Housing and Regional Study in Kyoto University, left many precious books and 

 reports and other documents between 1930's and 1950's. These documents were arranged in 1997 and stocked in the Nishiyama 

Uz,o Memorial Library of Housing and Planning Research. The purpose of this study is to select several topics relating to housing 

survey, urban housing policy, rural housing, town planning, slum upgrading, housing movement, and to analyze the early stage of 

each research field. and to find out contributions of Dr. Nishiyama at that time.

1.本 研究の目的

　 近年,我 が国の戦中 ・戦後を視野に入れた昭和20年 代

の住宅計画学生成期についての関心が高まっている。 こ

れに関連 して,故 西山夘三氏が遺 した膨大な資料の第1

段階の整理が平成9年 秋 「西山夘三記念すまい ・まちづ

くり文庫」のメンバーの手によって完了した。そこで作

成されたデータベースによれば,戦 前から戦後(昭 和30

年 まで)に かけての資料は数千点に及んでいる。 とりわ

け昭和16年6月 か ら19年1月 にかけての住宅営団研究部

時代の資料は充実 してお り,文 庫内に組織 された研究会

で復刻の準備が進められている。

　住宅営団から京都大学に戻った西山夘三は,戦 後にお

いて住宅計画学をはじめとして,農 村計画学や都市計画

学の分野で大きな足跡 を遺すことになるのであるが,そ

のルーッは戦中から戦後 にかけての精力的な研究活動に

ある。そこで本研究においては現在,住 宅経済 ・住宅計

画 ・農村計画 ・都市計画 を専 門とするメンバーで研究会

を組織 し,諸 分野における研究のルーツを求め,そ の歴

史的位置付 けを行 うことを目的 としている。そのため

「西山文庫」にある戦中 ・戦後(昭 和10年 ・20年代)の

資料から論点を発掘 し,時 代的背景 とか らめた分析を行

った。具体的な研究課題は次の6つ である。

①昭和10年 代 ・20年代の住宅調査

②住宅営団 と西山夘三の持家主義批判

③関西 における住宅営団住宅地の変貌

④戦後初めての 『住宅白書』 と住宅運動

⑤農村住宅研究会と西山夘三 ・西山研究室

　⑥昭和20年 代 の住宅不良度判定と西山夘三

2.昭 和10年 代 ・20年代の住宅調査

　昭和16年 に実施された大都市住宅調査 と工業都市住宅

調査は,我 が国の住宅政策形成期において重要な位置 を
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占めている。その調査 と戦前の大都市や住宅営団等で独

自に実施されていた住宅調査 との関連や,戦 後おびただ

しく実施された住宅調査への影響等 を検討するため,調

査主題 ・調査項目の比較を軸にして,整 理分析すること

が本章の目的である。

2.1戦 前の住宅調査

①全国規模の住宅統計

居住実態に関する最初の全国規模の統計調査は,昭 和

5年 の第2回 国勢調査である。同調査は,「住居ノ室数」

を調べてお り,世 帯人員別,部 屋数別世帯数を集計 して

いる。とはいえ,人 口調査の一環 として実施 されたもの

であり,住 宅の種類,設 備状況,所 有関係,家 賃 など,

その後の住宅統計調査で基本事項 として位置付けられる

諸指標は採用されていない,,し かも,「住居」や 「室」

の概念が厳密に定義された ものではなかった。

次いで昭和13年 並びに14年 に実施 された厚生省による

『土地家屋賃貸状況調』がある。昭和14年 の調査 は,全

国主要41都 市の地代家賃,修 繕費,敷 金,建 築費,材 料,

土地形態を調べた もので,前 年度に制定 された地代家賃

統制令の効果 を探 ろうとするものであった。対象が限定

されていたものの,41都 市 という広範囲で実施されたと

いう点は注目されて よい。昭和13年 にはまた,商 工大臣

官房統計課が22都 市について,『 住宅の構造,用 途,工

事種別建築着工統計』(昭 和11年 と12年 の調査結果を収

録)を 創刊 している。

我が国で最初の本格的な住宅調査 と目される昭和16年

の 『大都市住宅調査』,『工業都市住宅調査』の実施主体

は,昭 和14年 に厚生省内に創設 された住宅課である。大

都市住宅調査 は,当 時の人口2(1万人以.ヒの都市全部と15

万人以上の中都市数市 を含む24都 市の居住用建物の各戸

を対象に,用 途,所 有関係,居 住人員数,居 住室数,規

模,建 物の階数,建 方,月 額家賃,貸 間の有無を調査 し

たものである。調査結果の一部は公表 されていない。他

方,工 業都市住宅調査 は,新 興軍需産業の拠点都市とし

て急速に成長 しつつあった14都 市の住宅,146,875戸 を

対象に実施されたもので,調 査項 目は,空 き家数,用 途,

所有関係,世 帯主職業,居 住人員数,居 住室数,規 模,

月額家賃,貸 間の有無であった。

両調査はいずれも戦時体制下のもとで,軍 需産業が求

める労務者確保 に必要な住宅供給計画策定の基礎資料を

得る目的で実施 された悉皆調査であ り,住 宅に関する基

本的な項 目を備 えていた点,ま た,多 数の都市の住宅事

情を調査 した点で,そ れ以前の調査 と一線 を画 している。

ただし,居 住世帯に関する情報は極めて限られている。

②同潤会,住 宅営団による住宅調査

昭和10年 代 には,上 述の統計調査 とは別に対象 を限定

した調査が同潤会,住 宅営団によ・・て実施されている。

同潤会によって昭和16年 に刊行された 『第十次同潤会

共同住宅居住者生活調査』から調査項目を拾うと,世 帯

数,性 別人口,家 族人員,家 族構成,年 齢,世 帯主の出

生地,共 同住宅居住期間,配 偶関係,婚 姻回数,結 婚年

齢,職 業,本 業従業期間,副 業,非 現住子女の年齢階級

別職業並びに出先,平 均月額収入,費 目別平均支出,貯

金 ・借入金,世 帯主 ・配偶者の教育程度,世 帯主の主な

読み物,購 読新聞内訳,世 帯主 ・配偶者の趣味娯楽,健

康,不 具疾病者数,不 健康者の病別,出 産死亡累計,死

亡原因と多岐にわたっている。調査の目的は 「不良住宅

居住者の生活内容 を巨細に調査 してその変転の究明に努

め,以 って生活の実相を把握 し,こ れら居住者が改良住

宅に居住することによりて享けたる保健,衛 生並 びに生

計上の変化影響 を知 り,将 来の管理方法改善の資料 とす

るとともに,居 住者の生活向上を図る指針 ともなす」 こ

とにあった。こうした生活調査は,同 潤会による住宅改

良事業が地区の物的な環境改善にとどまらず,受 益世帯

の生活全般の改善 を企図する社会事業であったことを裏

付けている。
一方
,昭 和16年 に設立 された住宅営団は,調 査課を設

け,住 宅関連調査の収集,整 理を進めるとともに,事 業

的関心 と結び付 く各種調査を実施 している。事業的関心

と結び付 く調査として,一 連の労務者住宅調査があ り,

『住宅事情調査報告』 としてまとめられている。

昭和17年 に刊行 された第1号 には,昭 和16年,中 島飛

行機製作所関係工場並びに日立製作所関係工場が経営す

る労務者住宅調査が収録されている。調査項目は,既 設

住宅戸数,]二 事中戸数,計 画戸数並びにアパー ト,寮 の

棟数 と住宅平面型 とその規模(畳 数,室 数),戸 建及び

空地率,請 負及び施工形式,建 築費,家 賃,分 譲 ・賃貸

の別,住 宅施設及び福利施設(井 戸,浴 場,公 会堂,託

児所,栄 養配給所 について言及)で ある。営団はまた,

昭和18年 に 『府県および市営住宅調査』を刊行 している。

同調査は昭和17年 に営団が全国の知事並びに市長に依頼

し,実 施 したもので,住 宅経営の観点から公益住宅の現

況を探 っている。

西山夘三が京都 大学在籍中に取 り組んでいた大阪,京

都,名 古屋における新築住宅の住み方調査は,営 団によ

り昭和17年12月 に 『中部三都市住み方調査報告』として

刊行 されている。同調査結果か ら導かれた食寝分離論は,

その後の小住宅の平面計画を方向付ける重要な役割を果

たした。

以上にみるように,営 団による調査は,住 宅事情が逼

迫 していた軍需拠点都市 における労務者向け住宅供給を

最大限合理的に,ま た迅速に進めるための方策 を探るこ

とに最大級の関心 を払 うものであ り,そ れ以前の,主 と

して救貧や社会事業的観点から展開されていた住宅調査

とは,明 らかに性格を異にするものであった。



③大都市独自の住宅調査

戦前,住 宅調査の必要性をいち早 く認識 していたのは

大都市 自治体であった。大阪を例に取ると,大 阪市社会

部によって大正から昭和にかけて発表 された関連調査報

告書には,『住宅調査』(大 正10年),『 製造工場の住居施

設に関す る調査』(大 正10年),『 土地住宅売買 と家賃』

(大正12年),『 密住地区居住者 の労働 と生活』(大 正14

年),『 バ ラック居住朝鮮人の労働 と生活』(昭 和2年),

『本市における朝鮮人住宅問題』(昭 和5年),『 大阪市家

賃調査』『「アパー ト」の調べ』(昭 和6年),『 建築金融

に就いて』(昭 和6年),『 本市 における家賃の推移』(昭

和9年)が ある。これらのタイ トルが示す ように,調 査

主体の関心は,劣 悪な居住環境のもとにあった人々の居

住実態を明 らかにすることにあった。大阪市は大正9年

に社会部を発足 させ,市 営住宅の経営をはじめ,こ の時

期に先駆的な社会事業を体系的に展開 していた。地域を

絞って実施された生活過程 に関する詳細な調査は,事 業

上の関心 と直接結び付 くものであった。

一方 ,東 京では大正11年 に東京市並びに近接町村を対

象とした 『中等階級住宅調査』が実施され,住 宅に関す

る事項 とあわせて,交 通手段や家族構成,世 帯主並びに

配偶者,子 女の職業,副 業,収 入等が調査されている。

昭和4年 には,小 額給料生活者失業救済事業の一環とし

て空 き家,同 居世帯,借 地 ・借家争議に関する調査が,

昭和5年 には,東 京府学務部社会課により東京市郊外に

おける不良住宅地区調査や賃貸事情調査が行われている。

さらに,同 年か ら翌昭和6年 にかけて,東 京市による小

学校 を介 した大規模な住宅調査が行われてお り,用 途,

所有関係,構 造,建 方,階 数,室 数,畳 数,家 賃,地 代,

敷金 ・権利金,造 作持 ち主,居 住年数,職 業,現 住者数

が調べ られている。

2.2戦 後の住宅調査

終戦直後はまず,戦 災による被害が甚大であった罹災

都市 を中心に,応 急的な住宅対策事業が展開された。そ

のための基礎資料 を得る目的で,昭 和20年12月 には 『都

市生活者 日常生活圏実態調査』(戦 災復興院技術研究所),

翌昭和21年 には厚生省研究所生活環境部 によって 『最粗

悪壕舎生活者の実態調査』,『戦災者応急住宅調査』等が

実施された。また,公 的住宅供給の実態 を把握するため,

昭和21・22・23年 度 には 『木造新築庶民住宅実態調査』

が行われた。労務者住宅については,労 働省が 『企業直

営福利施設調査』(昭 和24年),『 工業労働者家族の生活』

(昭和26年)調 査 を実施 している他,建 設省建築研究所

に よる 『炭鉱住宅に関す る統計』(昭 和25年),『 日立製

作所本社従業員居住現況調査』(昭 和25年),日 本住宅協

会による 『給与住宅の実態調査』(昭 和27年)等 がある。

この他,昭 和25年 には,物 価庁不動産課が 『家賃実態調

査』 を行っている。

戦災復興の途上にあった昭和20年 代 には,人 々の居住

状況 とあわせて住宅困窮意識や住宅施策の認知度,ま た,

どのような施策が有効なのかを探ることにも大 きな関心

が払われていた。この時期に実施された世論調査 を順に

列挙すると,社 団法人世論調査研究所による 『住宅問題

に関す る世論調査』並びに 『住宅問題 に関す る興論調

査』(昭 和22年),総 理府官房審議会室世論調査部による

『世論調査報告書 国民生活に関する世論調査 一大 ・中

都市を対象 とした一』(昭和24年),国 立世論調査研究所

による 『住宅に関する世論調査」(昭 和25・26年),「 住

宅金融公庫 に関する世論調査』(昭 和28年)等 がある。

また,直 接住宅を対象 とするものではないが,昭 和29年

には郵政省簡易保険局の依頼により 『老後の生活につい

ての世論調査』が実施 され,高 齢者の日常生活や有料老

人ホームへのニーズが調査 されている。

一方
,戦 後の本格的な住宅調査 としてまず挙げられる

のは,昭 和23年 に常住人口調査 とあわせて実施 された住

宅調査であろう。同調査は全国の市区町村を対象とする

悉皆調査で,調 査項目は,住 宅の種類,建 築の時期,所

有関係,世 帯及び世帯人員,畳 数からな り,同 居,狭 小

過密居住の実態,ま た,建 築時期別の持家,借 家,給 与

住宅の実態が明 らかにされた。次いで,昭 和25年 には,

総理府統計局による国勢調査が実施 され,世 帯の居住状

況,住 宅の所有関係等,住 宅に関する基本的な調査項目

が盛 り込 まれた。 この調査以降,毎 回の国勢調査 に世帯

の居住状況に関する調査項目が採用 されることになった。

総理府統計局はまた,昭 和28年 に住宅調査 を実施 してい

る。当時 の286市 の住宅 を対 象 とす る標本調査(抽 出

率,6分 の1)で,昭 和23年 調査 に比べ,調 査項 目数が

格段 に増加 した。

昭和20年 代 には,住 宅政策管轄官庁が厚生省か ら建設

省へと移行 し,建 設省 による住宅調査が多数行 われた。

列挙すると,昭 和25年 の国勢調査時に実施 された 『都市

住宅調査』,昭 和26年 の 『不良住宅地区調査一東京 ・大

阪 ・京都 ・名古屋 ・神戸』,『家賃家主実態調査』(昭 和

27年),『 庶民住宅実態調査』(昭 和24年),『 公営住宅実

態調査』(昭 和28年),『 地代家賃実態調査』(昭 和28年),

『住宅事情調査』(昭 和30年)等 がある。これらはいずれ

も標本調査 もしくは地域 を特定 した調査である。昭和24

年秋には建設省住宅局に 「住居最低基準研究会」が設置

され,都 市住宅の質を客観的に測定するための方法が検

討 されることになった。 この目的に即 して,昭 和25年 に,

『採点評価法 による住居調査』が東京近郊の市川市で実

施され,同 調査では,住 宅,住 環境,居 住世帯に関する

30項 目が調査された。

なお,地 方では 『昭和26年 東京都住宅調査』 をはじめ,

『昭和26年 神奈川県住宅調査』,「昭和28年 北海道住宅調



査』など,都 道府県 レベルの悉皆調査が行われている。

これらの調査で採用された調査項目は,上 述 した国レベ

ルの各種住宅調査と近似 している。戦後は大都市自治体

においても,建 築(建 設〉部や建築(建 設)局 等が住宅

政策を管轄するようにな り,住 宅調査の主題は,住 宅建

物,居 住地の物理的な空間特性把握へ と移行 した。

2.3戦 前 と戦後の比較

戦前 と戦後の住宅調査の内容を比較すると,全 国規模

の調査内容における変化以上に,大 正末期から大都市自

治体が独 自に進めていた住宅調査 と戦後の住宅調査 との

間にみ られる差異のほうが大きい。その背景には,戦 争

という未曾有の住宅難があったことは間違いないが,住

宅政策の関心がこの時期 を境に,建 設政策に移行 したこ

とが,住 宅調査の性格 を規定することになったと考えら

れる。戦後調査は,過 密居住や同居実態の把握を最優先

し,住 居費負担等,住 宅のアフォーダビリティーに関す

る問題や居住様式には,必 ず しも十分な注意を払ってこ

なかった。また,実 験的には試みられたものの,居 住地

特性や住環境の把握 というテーマは,そ の後の住宅統計

調査において,取 り上げられることはなかった。これら

の諸点はその後の住宅政策の展開過程に大きな影を落 と

している。

①に関連 しては,エ ンゲルスの住宅問題の見解 を示唆

するとともに,ナ チスによる 「民族 ・血と土地」 との結

び付 きの亜流的な思想の批判 とともに,「恒産なきとこ

ろに恒心 なし1と する封建思想についての批判がなされ

ている。

②が論文の中心である。そこでは持家が 「個有住宅」

として取 りhげ られ,次 のような不合理性があると整理

されている。

・持家は個人を住宅に縛 り付けることになる。

・家族の構成の変化は早い。所有すれば最大の家族構成

の家屋 を提供する必要がある。

・増築で対応す る場合 も土地は最大限に確保する必要が

ある。

・住居費を当初より最大限支出することは不可能であ り,

家族構成に対応で きない住居に縛 られる。

・このような不合理の蓄積は,住 居 ・生活に対す る諦観

的無関心を国民に強制 し,住 居の改善に対す る健全な

意欲を麻痺 させる,,

そこで 「現在建設 しつつある住宅を最 も有効 に利用す

るためには,そ れを特定の人々との所有関係 ・結び付 き

から切 りはな し,国 民的住居水準の変更に順応 して居住

者の切替 ・変 更を可能ならしめる如 く計画 されねばなら

ない」 と時代的背景 を用いての説明がなされるのである。

3.住 宅営団と西山夘三の持家主義批判

我が国においてイデオロギーとしての持家主義は既 に

戦前から生 じている。西山夘三の持家 主義批判の原点と

もいえる 「都市住宅の形式 について」は雑誌 『都市問

題』昭和16年5月 号 に発表 されてお り,そ の年は西山が

住宅営団に勤めた年で もある。そこで本章では,そ の論

文で展開された持家主義批判の要点を整理するとともに,

住宅営団の設立から閉鎖をめぐる経緯の中に,戦 後の持

家化社会への芽生えを探ることを目的としている。

3.1「 都市住宅の形式について」の要旨

タイ トルか らも分かるように,本 論文は所有関係の問

題を住宅形式 との関係において論 じている。対比 されて

いるのは戸建住宅と長屋建住宅である。長屋は関西で主

流 となっていた住宅形式であ り,西LIJは 関東での戸建住

宅から国民住宅 を考えてい く発想に強い批判的な目を注

いでいた。関西での住宅調査を行ってきた西山の目から

みれば,都 市型住居については大阪 ・京都のほうがずっ

と先進地域であ り,そ こで発展 している集合居住の1つ

としての長屋への無理解 に,強 い反発 を感 じていたので

ある。

ここでの持家主義批判の論点は,① 政策 としての持家

推進を支えるイデオロギー面,② 世帯の成長 と住空間の

対応 という住宅計画面の2つ に整理することができる。

3.2「 持家主義批判」 と長屋の有利性

この持家(「個有住宅」)批 判 に引 き続 き,都 市住宅と

して戸建(「 戸別建」)住 宅よ り長屋建が有利であるとし

て,次 のように主張 されている。

・戸別建住宅は空地 を住宅の周囲に分散 し,長 屋は前後

に集中する。

・同じ空地率なら後者が有利で,敷 地が小 さくなるほど

有利 となる。

・土地の利用率でみても,側 面空地の節約で道路の無用

な延長が不要である。

・側壁及び袖壁 を強化することにより防火性を発揮でき

る。

・空地の増加を,列 間の空地幅増加に使 えば,防 火面で

も有利となる。

以 上のように,西ll」による持家主義批判は,戦 時の国

家統制の中での都市住宅地計画のあ り方 として,集 合住

宅(こ の時点では長屋)形 式の有利性の主張と結び付い

てなされた ものであることが分かる。

しか しなが ら,持 家志向は,戦 後にわかに高まったわ

けではない。そこで,西 山による持家主義批判の第一歩

が,い かなる社会的背景のもとになされたのか という問

題意識か ら,西 山が深 くかかわった住宅営団の設立と閉

鎖 ・清算 という2つ のポイン トに焦点 を当てて整理する。



3.3住 宅営団の設立と分譲住宅供給

住宅営団の創設は昭和15年11月 に閣議i決定され,昭 和

16年5月 に政府出資金1億 円をもって設立 された。昭和

21年12月23日 に閉鎖命令が出されるまでの間,短 命 とは

いえ,戦 中並びに戦災復興という極めて住宅事情が厳 し

い時期に,国 が直接住宅供給に携わったという意味で,

重要な組織であった。

この住宅営団は,そ の発足当初5年 間に30万 戸の住宅

の供給をする計画を持ってお り,そ のうち20万 戸につい

ては土地付 きの分譲住宅が予定 された。戦時体制下でこ

のように分譲住宅の供給が目指された理由は,住 宅営団

法案 とともに貸家組合法案が並行 して審議 されたことと

も関連 を持っている。

このように当初から,住 宅営団は分譲住宅の供給を柱

とすることが決められていたが,そ の設立をめぐる国会

審議(「 第76回 帝 国議会衆議院議事録」昭和6年)で は

次のような意見が出されてお り,当 時の持家主義 イデオ

ロギーを知る上で興味深い。

・「日本の庶民層の一つの希望 と申 しますか,自 分の城

郭,自 分の家を所有 したいとい う希望が非常に強い」

(児玉政府委員)

・「できるだけ分譲 して
,こ れは労働階級ばか りの問題

ではありませんが,庶 民階級 にも家 を持たす,持 たす

ということは安住するということばか りでなしに,第

一物を大切にすると
,… … どうしても借家であります

と粗末にな りたがる,… …それで良い家に借 りて住 ま

っているよりも,や は り多少狭 くても自分の家である

という気持 ちのほうが余程尊いのだと,… …で きるだ

け分譲せ しめるというような計画を進めていってもら

いたいとおもうのであ ります」(富 吉委員)

・「自分 の住 まう所 と自分の食 を得るだけの土地を自分

でもっているという観念が,忠 君愛国の思想の根元 に

なる」「青い物を一つ もみず,唯 区画 されたる50坪 ない

し40坪 の中に,軒 を並べているところに住んでいたの

では,本 当に善い気持ちは出てこない」(熊谷政府委員)

これらの意見は,西 山が批判 した当時の持家主義イデ

オロギーの内容をよく示 していると思われる。ところで

西山は住宅営団が供給する住宅をどのように考えていた

のであろうか。それは次の前出論文の文章か ら読み取る

ことができる。

(住宅営団が)「 供給する住宅が全国民の要求に応 じう

べき数のものならいざしらず,そ の数は極めて少な くた

だ住宅政策のための強力な一調節弁 として有効に利用さ

れてはじめてその役割を果たす如きものである事実 より

すれば,こ れを分譲によって特定の個人の所有に帰せ し

め,住 宅需給の流通部面よりとり逃が して しまう時は,

単にその建設せる絶対数のみの住宅難を緩和せるにすぎ

ず,さ らに又爾後の住宅市場における影響力を自ら放棄

せる消極的施策 といわざるをえないであろう」

3.4住 宅営団の閉鎖と賃貸住宅の処分

住宅営団の供給実績は,昭 和20年 の敗戦後の復興住宅

の建設を含めて20万 戸近 くにのぼっている。戸数でみる

限 り,か な りの供給がなされたといえるであろう。昭和

24年11月15日 建設委員会での美馬説明員によれば,そ の

実績は次のようになっている。

この うち閉鎖時 に貸家 として供給 されていた ものは

63,627戸 あったとされているので,10万 戸以上の分譲住

宅が供給 されたことになる。これ ら分譲住宅については,

まだ支払いが残っているものも含め,閉 鎖命令後の処分

の段階で大 きな問題 となっていないことを考えると,分

譲による持家化政策は戦時中といえども,そ れを支持す

る需要層が形成 されていたといえよう。

これに対 して,営 団が賃貸住宅 として管理 していた住

宅は主に居住者に売却する方針で清算業務が行われた。

その実績 は 『閉鎖機関 とその特殊精算』(昭 和29年)に

よれば,次 のような結果が報告 されている。

この清算過程 は,戦 後の持家社会化を考 える上で,い

くつか興味深い内容 を持 っている。その第1は,居 住世

帯への売却が,6割 程度進展 したことである。戦後 にお

ける民間貸家の物納 ・売却という持家化の流れの中で,

住宅営団の払い下げ施策も展開していることが分かる。

報告では 「現居住者の買い取 り能力が低 く,特 別融資の

途 をひらいたが4割 以上が売れ残 り,値 引 きもで きなか

った」 としているが,被 災者や引揚者など買い取 り能力

の低い層が居住 していたことによるものであり,持 家化

を推進するだけでは経済的格差による問題を克服できな

いことをよく示 している。ただし,よ り興味深い理由は

共同住宅が多 く売れ残ったことである。これが清算過程

で第2に 興味 をひ く内容である。『住宅年鑑』(昭 和26

年)に よれば,木 造共同住宅 と鉄筋アパー トの売れ残 り

の合計は約6,000戸 であった。我が国で区分所有法がで



きたのは昭和37年 であ り,集 合住宅の各戸が所有の対象

となるような所有形態は,区 分所有法成 立以前の清算過

程で初めて顕在化したのである、,特に鉄筋コンクリー ト

の共同住宅の場合,そ の売却単価の高さの問題があった

ものの,当 初から熱烈な買い受け希望があったことが記

されている。なお,こ の間の事1青は,同 潤会時代からの

団地を追跡 して取 りまとめられた 『同潤会アパー トメン

トとその時代』(平 成10年)第5章 に生 き生 きと描 き出

されている。

住宅営団の払い下げの経緯からもうかがえるように,

終戦直後から我が国の持家率は急上昇する。戦前 とは異

なる状況を前にして,西 山は 「持家主義は自民党のしか

けたワナだ」(『中央公論』昭和56年3月 号)と して,新

たな角度からの持家主義批判 を加えるのであるが,こ の

戦後の持家主義批判 については,機 会を改めて検討する

必要があろう。

4.関 西における住宅営団住宅地の変貌

前章でその事業実績を概観 した住宅営団については,

同潤会ほど整った資料がなく,そ の全貌は十分に把握 さ

れていない。『日本 ・韓国 ・台湾 ・中国の住宅営団に関

する研究一束アジア4力 国における居住空間の比較文化

論的考察一』(学 位論文 ・富井正憲平成8年)は,4力

国における住宅営団の事業 を網羅 し,住 空間の比較検討

を行った膨大な研究であるが,そ れにおいて さえ,住 宅

営団が建設 ・経営 した住宅団地の全体像はなお把握 され

ていない。営団事業の全体像 をつかむ上で,さ しあたり

全団地のリス ト作成が不可欠であるが,本 章では,営 団

大阪支所の関与 した団地の全体像を把握する手がか りと

して団地一覧表 を作成し,そ のうちの2団 地についての

現地観察結果を報告する。

4.1大 阪支所管内の団地

大阪支所管内で建設 ・経営された住宅団地の表を作成

した。今回の作業では91団 地を取 り出すことができた。

91団 地の総戸数は11,000戸 である。 しか しながら,解 散

直前 に賃貸住宅だけで全国に64,000戸 弱あったとされる

から,大 阪支所の賃貸分譲をあわせた11,()00戸は少ない。

また,復 興住宅は兵庫県のみ確認できているが,兵 庫県

以外 にも戦災復興住宅などがあると考えられるので,今

後 とも資料の収集 ・整理 を進める必要がある。

4.2豊 野住宅

「豊野住宅」は寝屋川市豊野町(旧 豊野村)に,住 宅

営団によって建設された分譲住宅である。昭和17年11月,

寝屋川グラウン ドの土地を買収 して建設に着手 し,177

戸の分譲i住宅 を建設 した。昭和17年1(1月31日,11月1日

には展覧会が開催されて,ま ず82棟 の分譲受け付けが行

われた。「大阪毎日新聞」(昭 和17年10月29日 付)の 記事

によると,住 宅は平家と2階 建があ り,家 の大 きさは15

坪半,18坪 半,2!坪 半の3種 で,ほ かに売店4戸,集 会

所,児 童遊園地及び緑地がつ くられた。月賦金は月24円

から65円 までで19個 年以内に償還することになっていた。

また,分 譲契約者の資格は 「家族を有する世帯主に して

附近に住宅を所有せ ざる者」とされた。なお,同 時期に

石橋148戸,山 本324戸,初 芝422戸 が建設分譲されている。

当時の新聞広告によれば 「府下北河内郡豊野村」 とさ

れているが,現 住所は寝屋川市豊野町である(京 阪寝屋

川駅北 東),)こ の団地の敷地は,従 前,寝 屋川球場跡 で

あ り,住 宅地の一角に 「球場地辺 りが急速に住宅地化 し

たのは昭和17年 住宅営団の住宅建設によるものです」 と

刻まれた石碑が建てられている。なお昭和27年 に撮影さ

れた旧豊野住宅の写真の説明には,「 昭和17年 に寝屋川

グラウンドを買収して造営。昭和39年 の市役所移転に伴

い,徐 々に移転増改築された。現在で もわずかにその姿

をとどめている」と記されている。

住宅地は寝屋川駅からほど近 く,南 側の道路を挟んで

寝屋川市役所がある。10の 街区と周辺を囲む住戸で構成

されている。東西 ・南北方向には しる広幅員(約12m)

の道路2本 がほぼ中央で交差する。それぞれの街区には

東西方向の中央道路沿いを除いて,南8戸 ・北8戸 の計

16戸 の住宅が配置されている。中央東西道路に面 しては,

1街 区当た り7戸 の配置 となっている。地区内の公共施

設 としては中央に広場,南 西角に保育園がある。かつて

は,広 場 に隣接 して,集 会所があったようであるが,現

在は,建 設業組合の事務所 となっている。

観察調査の結果,部 分的にで も当初の住宅の痕跡がみ

られる建物が25榛 一27戸確認で きた(図4-1)。 営団住

宅 らしい痕跡 とは,木 造1階 建で,外 壁 などの材料,老

朽の程度や,住 宅周 りの板塀などによって判断できるも

のである。また,地 区内には数個所,昭 和30年 代 に用い

られていた人造石のごみ箱がまだ残っていた。



4.3守 ロ住宅(図4--2)

「守口住宅」 は昭和17年 に建設された営団住宅で,分

譲住宅46戸,賃 貸住宅228戸,計274戸 が建設 された。入

居は全体の完成を待たずに開始されてお り,ま ず 「昭和

17年7月13日 に抽選を行って居住者を決定」,「昭和17年

8月 末現在では経営戸数は56戸」(『営団時報」第三号昭

和16年10月)と なっている。続いて 「分譲46,賃 貸172

戸」の募集が行われ,入 居が完了 したとみられる。分譲

賦金は37円 各種,賃 貸家賃は14円 各種 となっている。

守口住宅では居住者15人 が参加する 「住み方座談会」

が昭和18年1月]4日 に開催 されている。「園田 ・守口両

住宅に於ける住み方座談会記録」 によると,団 地内には

会社員 ・工員 ・官吏 ・工場技術員 ・軍人など様 々な職種

の人が入居 していたことが分かる。

守 口住宅の所在地は 「市電守口終駅東約5町 」(新 聞

広告)「 守口駅か ら歩いて10分 」(座 談会記録)な どとさ

れている。建設戸数を考慮 しなが ら,地 図で確認 したと

ころ,現 在の西郷町1丁 目 ・2丁 目,大 宮通1丁 目の一

部ではないか と思われる。現地観察時に,当 初からの居

住者が存在 し,「営団が建設 した」 とい う証言が得 られ

た。

該当地区の西側道路は商店街の通 りとなっている。昭

和40年 頃の住宅地図を見ると街区により住宅規模が異な

る配置をしていることが分かる。また同街区内では角地

の敷地面積が若干大 きくなっている。当時営団住宅であ

ったと思われる区域には戸建住宅,と 国鉄官舎のアパー

トが3棟,大 宮 中央公園,保 健管理センター,大 宮公園

が存在 している。現在建っている住宅は建替えられたも

のとみられる2階 建木造住宅がほとんどである。わずか

に木造住宅1戸 と,街 区配置,敷 地割 り,住 宅壁面のそ

ろい方,植 栽などに,建 設当初の名残があるが,全 体と

しては,豊 野住宅 と比べて,営 団の痕跡 は皆無に近い。

敷地割 りについては,分 割 されている個所,南 北 または

東西方向で統合 されている個所,街 区の南北で境界線が

ずれている個所があ り,居 住者 による相談で変更が行わ

れたと考えられる。大阪支所で,最 も早 く建設された守

口住宅が,建 設後 どのような経過 を経て,今 日に至った

かについて,今 後明 らかにしていきたい。

5.戦 後初めての 『住宅白書』 と住宅運動

5.1『 住宅白書49』 の概要

『住宅 白書49』 の出版 は昭和24年5月25日,B5版

105頁,縦 書 きで,序 論 と12章 からなっている。編集発

行は,全 日本建設技術協会住宅対策委員会,新 日本建築

家集団住宅対策部会,建 設省職員組合住宅対策委員会で

ある。西山文庫に保存 されているものは,ガ リ版刷 りを

簡易製本 したものに,西 山が表紙を付 し,手 書 きでタイ

トルを書 き込んでいる。奥付 もなく出版社の記述 もない。

多分この白書は単行書 としてではなく,運 動団体 による

報告書の体裁で発行 された もので,我 が国の 「住宅 白

書」 としては最初のものであ り,ま た今 日まで保存 され

ているものは非常に少ない と考 えられる。

『住宅白書49』 の章構成は以下の通 りである。白書 と

はいえ,明 治維新以降の住宅問題 を論 じ,当 時入手 しう

るあらゆるデータを駆使 し,総 合的に展開 している。

5.2日 本最初の民間による 『住宅白書49』

では戦後 間もない時期 に,な ぜ 『住宅白書49』 とい

う形で出版 されたのか。

本来 「白書」は政府の公式文書であ り,政 治 ・経済 ・

社会の実態,及 び政府の施策の現状 について広 く国民に



知らせることを目的として公表される。

日本で最初に発行された 「白書」は,『経済実相報告

書』である。片山哲内閣のもとで,現 経済企画庁の前身

である経済安定本部(昭 和21年GHQの 指令 により発足)

が昭和22年7月 に発行 したもので,当 時総合調整委員会

副委員長であった都留重人が中心となって執筆 したので

「都留 白書」 といわれた。 この白書の重要な特徴は,当

面の危機的経済状況 を国民に徹底 させ,政 府の施策 を

「上か ら押 しつけたものではな く,国 民 と同 じ基盤にお

いて共に危機 を打開 しようとする意 図」(経 済企画庁

『戦後経済史』)で あった。

『住宅白書49』 は,都 留白書が発表 されて問 もないこ

と,ま たそのタイ トルだけを見ても分かるように,都 留

白書に強 く影響されたことは確かであろう。戦後政府が

住宅難 に対 して打 った手は効果 を上げず,「 計画住宅の

適切 な建設」 を伴わなかった結果 「勤労庶民階級の住宅

難 を慢性状態 にお き,健 康で文化的生活はおろか,生 存

権すら脅かされるに至 っている」(『住宅白書49』 序論)

状況の中で,政 府に代わって作成 された,,

昭和25年 から,こ の白書が きっかけ となって,全 国各

地で白書づ くりの気運が高まったとい う。大慈彌俊二編

著 『住宅 白書総覧』(平 成9年)に よれば,北 海道(昭

和26年),旭 川市(昭 和32年),京 都市(昭 和32年)で 住

宅白書が発行 されている。また,戦 後の住宅運動を組織

した住宅復興会議事務局長の八子音次郎 『日本の住宅運

動』(昭 和28年)に よると 「各地にも白書が発表された」

とあり,他 の地域で も白書が刊行 された可能性がある。

なお,住 宅営団従業員組合を中心 として結成 された住

宅復興同盟 による 『復 同ニュース』No.9(昭 和24年7

月19日 付)に は,「全建,建 築家集団,建 設省職組の合

作による住宅白書は各方面の反響をよんでいるが,建 設

省でも近々に住宅実相報告書がつ くられるらしい」 とあ

る。 これは昭和24年7月2日 に発行 された 『国土建設の

現況(建 設 白書)』 を指 しているのであろう。住宅調査

については昭和23年 に最初の住宅実態調査(悉 皆調査)

が実施 されてはいたが,住 宅 白書 としては発表 されず,

建設白書の中に入れられたのである,、

5.3戦 後の住宅運動 ・技術者運動 と 『住宅白書49』

敗戦後の絶対的住宅難に対 して,様 々な形での住宅運

動が行われた。その形態は,① 文化運動 としての住宅運

動 健 築学会,建 築技術者関係の組織 が含まれる),②

労働組合の住宅運動,③ 生活協同組合の住宅運動,に 整

理されている。この中で旧住宅営団借家人組合は全 日本

借家人組合となり,旧 住宅営団従業員組合は住宅復興同

盟 となってお り,住 宅営団の借家人,職 員が戦後の住宅

運動に果た した役割は大きい。そ して昭和21年6月12日

に住宅問題懇談会の席で,参 加29団 体による住宅復興会

議の結成が満場一一致で可決され発足することになった。

これ らの住宅運動は,住 宅復興会議が昭和26年 に消滅す

るとともに,新 たな段階に入ることになる。

では,『住宅 白書49』 の執筆にかかわった3つ の団体

がどの ように白書にかかわったのか。

全 日本建設技術協会は,戦 前の建築技術者組織が合同

して昭和2!年12月 に発足した。昭和34年 に建設省の社団

法人 として認可され,官 公庁,公 団,公 社に勤務する建

設技術者の全国組織 として今日に至っている。発足 した

翌年 には会員数13,000人 とな り,機i関 誌の発行の他,

「国土復興建設事業促進に力を入れ」,ま た 「建設省の人

事問題」や技術講習会を重視 していた。(『住宅復興』昭

和24年No.9)白 書 を執筆 したのは本部の住宅対策委員

会である。住宅白書が発行されて間もない昭和24年5月

27・28日 両 日の大会では,完 成 したばか りの住宅問題実

相報告書=住 宅白書が提案 され,「 土木問題以上に十分

取 り上 げ られた」と報 告 されてい る。(『住宅復 興』

No.6昭 和24年,『 復 同ニ ュース』No.8昭 和24年6月

9日 付)

2番 目の住宅 白書作成組織である新 日本建築家集 団

(NAU)は,建 築設計技術者を中心 として結成された。

昭和22年6月28日,日 本民主建築会(旧 住宅営 団技術

者〉と日本建築文化連盟が,建 築会館 において合同総会

を開き,建 築活動の民主化と正 しい建築文化の建設普及

を目的とする全国的な技術者の組織 として 「新 日本建築

家集団」0)結 成 を決議,常 任委員長に小泉嘉四郎 を選出

し,住 宅問題などの専門委員会設置 を決めた(『建築新

聞』No.1昭 和22年9月10日 付)。 同時に 「建築が支配者

階級のために考へられ,つ くられる時代 は過 ぎ去 った」

という文章で始 まる 「趣意書」 と,「集団は建築活動の

民主化 を図 り,正 しい建築文化を建設 し普及することを

目的」とする全14条 からなる規約を採択 した。専門委員

会の住宅政策専門委員会の責任者は図師嘉彦 となってい

る。住宅白書については住宅対策部会が担当 したとあ り,

それらは霞ヶ関班 を中心 としたもので,建 設省及び経済

安定本部の会員であった。

3番 目の組織である建設省職員組合は,昭 和23年7月

に建設院を経て設立 された建設省の もとで,戦 災復興院

職員組合(昭 和21年 結成)を 引き継いで結成された。建

設省労働組合は,当 初建設省職員組合,全 土木,建 設工

事本部に分かれ,住 宅復興会議には建設省職組が加盟 し

ていたが,昭 和24年7月 に単一組合になった。職員の住

宅難打開と住宅運動で活躍。『復同ニュース』No.7(昭

和24年5月 ユ7日付)に は 「建設省職組は住宅白書発表の

ため,研 究部会開催中」 とあ り,目 前に迫った住宅白書

完成を伝えている。

これ ら3つ の組織が,住 宅復興会議などに期待され,

『住宅白書49』 をまとめたのである。



5.4西 山夘三と 『住宅白書49』

西山の終戦後の活躍は目覚 ましい。終戦と同時に関西

建築文化連盟 を結成 し,そ の後NAU(新 日本建築家集

団)の 設立 に参加 している。一方,昭 和21年 には,『新

建築』 に 「新 日本の住宅建設」「新 しき国土建設」 を,

昭和22年 には 『これからの住まい一住様式の話』を出版

した。また昭和23年 には京都大学職員組合初代執行委員

長 となった。こうした激しい活動とともに,特 に力を入れ

ていたのが建築学会住宅対策委員会で取 り組んでいた 『住

宅対策要綱』の作成であった。西山はこの経過 に関する

資料を 『住宅問題資料11947.1-7』 『同21949.1-3』

に整理 している。住宅対策要綱は全 日本民主協議会 健

築関係5団 体により組織。このうちの日本民主建築会が

NAUに 合流)が 総理大臣 と戦災復興院宛 に出 した要求

書 を受け,昭 和22年 から建築学会住宅対策委員会で草案

の作成に取 り組んだものである。昭和24年 には建設技術

協会本部住宅対策委員会からも要綱案が出された。

このようにしてみる と,西 山が 『住宅白書49』 に非

常に近い ところにお り,当 然助言などしたものの,直 接

執筆は しなかった と思われる。この期間に遺 した資料に

は住宅白書に関するものがないことからも,そ れがうか

がえる。

以上のように,『住宅白書49』 は,敗 戦後の住宅運動,

技術者運動の成果の1つ であるとともに,住 宅事情 ・住

宅問題の実態 とその対策を国民の前に明らかにし,国 民

とともに考えようとする ものでもあった。近年の自治体

住宅政策を展開 してい く上で,白 書のあり方を考え直す

ものとなろう。なお,本 章においては西山文庫に保管さ

れている資料 を中心に論 じてお り,内 容については傍証

するデータを欠いているため,推 測の域を出ていない部

分があるが,そ れを補 う作業は今後の課題 としたい。

6.農 村住宅研究と西山夘三 ・西山研究室

本章は,『農村建築』(創 刊号～第60号,第105号),日

本建築学会関係論文98篇(昭 和24～40年),西 山文庫所

蔵関連資料等をもとにして,戦 後 における農村住宅研究

草創期の研究の流れを整理 し,そ の時期における西山と

その研究室の位置付けを行お うとするものである。

6.1「 農村建築研究会」の発足

この時期の農村住宅研究 については 「農村建築研究

会」(以 降は 「農建」 と略称する)の 存在を抜 きに語 る

ことはで きない。それ以降の建築計画学の推移 ・発展 に

ついて も同様である。西山夘三,吉 武泰水,吉 坂隆正,

佐々木嘉彦,青 木正夫,鈴 木成文等々,我 が国建築計画

学 を代表 し,そ の成立と発展に多大な貢献,影 響 を与え

た研究者のほとんどともいえる人士がこの研究会に深 く

かかわり,育 っていったからである,。

さて,「農建」の発足は昭和25年1月 とされている。

その前段 にNAUの 農村建築部会活動が昭和23年 に開始

され,昭 和24年 の 「千葉調査」 を経て 「農建」の発足に

至るのである。NAUか らの分離は建築家以外 の他の専

門家,実 業家,後 に生活改良普及員,農 民 などに対象を

広げる趣旨からであった。

発足当時の息吹は 「研究の側でも,戦 争への反省 と既

成の学問研究 に飽 き足 りなさ ・不信感を持った若手の研

究者,特 に大学院研究生などを中心 とした問題意識旺盛

な一群のグループが生まれ,新 しい学問 ・研究 ・技術の

在 り方を求め……若々しいエネルギーを存分に発揮 し,

建築計画,建 築経済,建 築史,都 市 ・地域計画などの分

野に大 きな刺激 を与え……」,「住宅に関する研究は都市

住宅のみでなく,農 村 にも向けられた。 この期の研究は

新日本建築家集団,後 にそこから分化 した農村建築研究

会の活動にささえられていた」等(『 近代 日本建築学発

達史』)と 伝えられている。

6.2「 農建」を中心とする研究の流れ

第1期:(昭 和24～28年)

〈「下からの実践的計画学」定立を目指 して〉

この時期 は,前 出の 「千葉調査」にも代表 されるよう

に,従 来ほとんど無視されてきた 「農村及び農村住宅 ・

生活」 を研究対象 とし,そ の実態をつぶさに把握するこ

とが最 も重視された。異なる専門分野にわたる共同研究

が旺盛に展 開され,新 しい建築計画学へ とつ ながる調

査 ・研究方法論が形成 されていった。その研究ス タンス

は 「階層的問題把握」 を重視 し,「1.農 村 の住居,そ

の他の建築 をよくするために,農 民 と共に考え,共 に歩

むこと。2.現 地の農民 と話 し合 う機会を持ち,そ の声

を正 しく捉えるよう努力すること。そ していわゆる有力

者 と 『農建』 という形ではな く,農 民 と 『農建』 という

形で参加す ること(以 下略)」(『農村建築』創刊号 「高

田部落再建計画No.3」 昭和26年6月)に 示 されるよう

に,「下からの実践的計画学」 を目指す ものであった。

戦前,西 山らが確立 した 「住 まい方調査」 を発展 させ,

典型事例に絞って平面と生活実態(寝 方,食 事,休 息,

接客,家 事労働,子 どもの生活等)を 総合的,徹 底的に

採取 ・解明する方法が採用された。このような調査に基

づき生活 と住空間との矛盾を指摘することで直接的な農

村住宅の改善方向を明らかにすることが 目指 された。 こ

れら精力的な研究にもかかわらず,住 宅改善は遅々とし

て進 まない現実を前に 「生活改善か経営改善か」の議論

が台頭 したが,「経営改善を前提 とする生活改善以外,

あるいは独自に生活改善すべ き課題がある」 との立場が

堅持 された。昭和28年 頃に至 って,よ うや く台所改善,

暖房,ブ ロック造農村住宅など具体的な改善の動 きが始

まる。



第2期=(昭 和29～35年)

〈動き始めた 「住宅改善」と 「研究」との葛藤〉

この期に至 り農地改革の定着,食 糧増産 ・インフレ等

の効果 ・影響 を受けて 「中農以上」 という限界はあるが

「住宅改善」が本格的に開始され,研 究 もより 「実践的」

性格を持つようになる。まず取 りヒけられたのは 「台所

改善」であった。「一ヒからの運動」(佐 々木嘉彦),「 新 し

い家相」(西 山:「 『農建』第4回 総 会にあたっての メッ

セージ」昭和28年9月)と もいえる性格の 「改善」に対

する批判 と同時に,そ こに現れる農民の改善要求を把握

することが強調 されるのである。後者の視点は新 ・改築

農家の調査研究にも適用 され,土 間の変化,生 産行為の

分離に伴 う床上空間の変化,台 所空間の変化等から農民

の住宅改善要求の発展法則を解明する方向である。同時

に災害による罹災 ・再建状況に関する一連の研究を通 し

て 「階層性」 に着 目し,極 端な住宅困窮状況にあっても

「最下層では住宅改 善要求が出せない状況がある」 との

重要な視点(西 山研究室:『 南山城水害調査』昭和28年,

『鳥取県農山漁村調査』昭和29年 等)も 健在であった。

このような農村住宅改善の動 きの中で,こ の期の終わ り

頃には住宅金融公庫施策の 一環 として各地に公営 「農村

モデル住宅」の建設 も開始 される。「農建」において も

「公庫融資を含めた農村住宅改善の体制整備」等が様々

に議論 ・提案 されている。

研究の流れが大 きく変わろうとする中,富 七山麓農村

調査のような農村問題に実際に触れ,問 題意識を発展 さ

せ,そ れを通 しての学生の研究組織育成 も追求 されてい

る。また,研 究対象が 「住宅」から地域の共同施設にも

かな りの広が りをみせるの もこの頃であった。

第3期=(昭 和35～40年 代前半〉

<「将来 の農村 モデル」を求 めて一一薄 らぐ 「農民 と共

に」・「下からの実践的計画学⊥一〉

この時期 を画するのは 「八郎潟計画」への 「農建」中

心メンバーの参画である。その背景には 「農業基本法農

政」,「経済成長政策」がある。「遅れた,封 建制の残存

する,零 細 ・非効率な農業生産が支配的な農村」 を,ぐ

るみで 「近代化 ・合理化する」 とび)大方針の提示である。

「農建」 をはじめ とする多 くの研究者 もその影響 を免れ

なかった。なぜなら,彼 らの農村認識の根底 にも同様の

ものがあったからである。これまでの研究蓄積に立って

研究者自らが 「モデル」 を提示する 「計画的創造」とそ

の 「基礎研究」 とが結合されたスタイルが 「主流」を占

めるかのような様相 をみせ始める。情報 ・スタッフ ・資

金等の面で 「豊かになった」のである,,そ れは同時に住

宅に集約されていた研究が多方面に分化することでもあ

った。既に民家研究の主体が建築史分野 に移行 し,住 宅

研究 も計画直結型,改 善過程,空 間構成原理追求型,住

要求,発 展法則等の研究に分化 し,更 に生活環境施設,

同配置計画論,集 落構成論研究が大幅に台頭,旧 ソ連 に

始まる諸外国の農村計画紹介 も欧米,ア ジア等にも広が

りをみせるのである,「農民の姿」は決定的に薄らいだ。

その後 の農山漁村の変化は 「上か らの近代化 ・合理

化」による階層分解 ・兼業化,人 口激減,大 幅な 「都市

化」の進展等,戦 後から昭和30年 代前半の研究展開の前

提条件 自体が劇的に 「崩壊」 してい く過程でもあった。

6.3西 山夘三 ・研究室グループの研究とその位置

西山が 「農建」の研究シーンに初登場するのは昭和26

年である。広 く都市を含めた国民住居の改善の立場から

「農村建築研究 について」 という短文を寄せ,そ れぞれ

の地域 ・階層 における住居問題改善の取 り組みが追随的

技術主義 の 「⊂)○住居学」に堕する危険 を指摘 しつつ

「い くつ もの住居学 を…… どうして一つの科学者技術者

の立場の中に統一」するのか というもう一歩進んだ考え

方に立つ ことを提起 している。 しか し,こ の提起は必ず

しも西山自らの農村研究に発 したものではなかった。ち

なみに 『これか らのす まい』(昭 和21年12月)で は,日

本の庶民がいかに住宅改善要求の発展を抑圧されてきた

か を説明する中で,農 村住宅の非合理性を強調 し,『明

日の住居』(昭 和25年5月)で は,農 業 生 産対 象 の拡

大 ・生産性向 ヒ・農村工業振興等の産業振興,機 械設備

導入 ・家事合理化 ・衛生化 ・分離就寝 ・旧いしきたりの

打破等による家族本意の合理的住宅の実現,共 同施設整

備 を唱えるなど 「公式的見解」が目立つ。それは,後 に

「町 に育って」(『農村建築』昭和33年9月No.41)で 述

べ られているように,少 年時代の母の実家,戦 中疎開先

の農家での体験が大きかったからであろう。そこではま

た,「 農村は私にとって好奇の一 しか し日本の本来的な

もの,つ まりそれを知らない自分は何かかけているよう

な気がするといった自省をともなった一世界であった」

とも述べている。

西山及び研究室 グループの農村研究は昭和26年9月 の

南白浜開拓村調査から本格的に開始 され,京 都府下4ヵ

村住宅調査(昭 和27年3月),熊 野灘漁村調査(昭 和27

年7月),昭 利5年 国勢調査 を通 じてみた農村の居住水

準(昭 和27年1`⊃月),奈 良県平野村調査(昭 和28年3月),

岡山県小田郡島峻i訴1査(昭 和28年8月),南 山城水害調

査(昭 和28年11月),鳥 取県農山漁村調査(昭 和29年7

月),鳥 取県酒津村調査(昭 和30年3月),北 海道漁家住

宅調査(昭 和33年11月),岡 山県農漁村調査(昭 和35年

11月)と 精力的に展開されていく。

これ らの農村住宅調査は,農 村住宅の封建制打破,農

民の立場での実践的住宅改善の可能性,住 宅 と居住者の

階級 との関係解明の好材料,都 市住宅研究の基礎資料 と

なると意義付けられ,日 本住宅変革に実践的に意義 を持

つこと,農 民の生活防衛上 も当面の要求 に応えるべ きこ



と,住 宅の研究方法として居住者の階層 との関係 を追究

し,そ の法則性を明らかにすること,そ れらを総合 して

国民要求に応えた新 しい建築学を創造すべ く体系付けて

い くこととの基本的立場で進められた。

この ような 「国民住居の変革」の立場から 「住宅問題

の階層性」に一貫 して着目し,住 宅改善が居住者自らの

要求 ・エネルギーに依拠すべ きであ り,さ らに農村を農

村内か らのみ捉 えず全国民の中の一地域 ・階層 として捉

えるべ きとする西山らの研究は,前 節第1・2期 の農村

住宅研究に多大 な影響を与え続けた。 しか し,第3期 に

は途切れ,都 市住宅,都 市 ・地域問題研究へ と大きくシ

フ トしてい くのである。その理由は現段階では十分に明

らかではない。今後の研究課題 としたい。

7.昭 和20年 代の住宅不良度判定 と西山夘三

7.1住 宅不良度判定研究会の進捗状況

いわゆる制度 としての不良住宅地区改良の展開が,昭

和2年 以来行われてきたことはよく知 られている。昭和

2年 から昭和12年 までの問に,合 計7地 区3,995戸 の改

良住宅が建設された。 この後,戦 前戦後の混乱期におい

ては,い わゆる不良住宅地区改良事業は施行 されていな

い。ただし,不 良住宅地区を改良するための特別枠の事

業 として,昭 和27年 か ら昭和34年 までは,第2種 公営住

宅の予算枠 内において不良住宅地区改良事業が施行 され,

8年 間に4,519戸 の改良住宅が建設された。

この特別枠実施の3年 前から建設省が主体 となって,

不良住宅改良のもろもろの基準づ くりを目的 とした研究

会が開催 され,事 業施行地区選定の基準をつ くるための

作業が行われ,西 山夘三は最終的な報告書が出る昭和27

年まで参画 した。本章では,こ の一連の研究活動におけ

る西山夘三の論説を中心に,そ の論点を明らかにする。

①昭和24年 度の動き

昭和24年9月30日 に,建 設省住宅局長伊東五郎により

「住居最低基準研究会」が発足する。9月30日 時点での

委員は,今 和次郎,佐 藤鑑,柴 谷邦,新 海悟郎,中 村寛,

西山夘三,菱 田厚介,平 山嵩,松 田心一,渡 邊要であっ

た。

第1回 研究会はこの年の10月14日 に東京の建築学会に

おいて開催 された。採点評価法の研究はこの後4年 にわ

たって継続されることになるが,そ の最初の会合がこの

昭和24年10月14日 に開催されたわけである。これに先立

って,10月10日 には建設省住宅局住宅企画課の斎藤竹生

が西山夘三に書簡を送 っている。その主旨は10月 下旬 に

京都を訪れて今回の研究会の説明を行う,と いうもので

あった。 この年度には,報 告書や小冊子 としての成果物

は特 にみ られない。

②昭和25年 度の動き

この研究会によるものであるかどうかは明確 な記述は

ないが,建 設省は,昭 和25年7月 に人口20万 人以上の20

都市 についての不良住宅地区調査の報告 を依頼 し,185

地区,34,909戸 の不良住宅地区の存在が,各 自治体か ら

報告 された。

また,昭 和25年6月17日 には兵庫県副知事,11月9日

には京都市長か ら,不 良住宅地区改良の陳情書が建設大

臣宛に寄せ られてお り,こ うした流れを受けて,研 究会

の活動はその後 も継続 してい く。昭和26年1月 には建設

省住宅局による 『不良住宅地区について その沿革一現

状一今後の課題』 という小冊子が作成され,研 究会の内

容が報告された。

③昭和26年 度の動 き

昭和26年10月1日 か ら12月30日 まで は,ア メ リカの
"B
asicPrinciplesofHealthfulHousing"等 の文献収集が行

われ,研 究活動は活発化 してい く。昭和27年1月30日 に

は住居不良度判定の原案の作成を行い,3月30日 までに

は十数回の委員会が行 われたが,数 値的な問題について

の疑問点が多 く出されたため,研 究は次年度の成果を待

つことになった。昭和27年4月30日 には,主 任研究者渡

邊要の名前で 『建設技術研究 住居不良度の判定に関す

る研究 研究報告書』 に昭和26年 度の研究成果が まとめ

られた。

この年は,建 設省建築研究所の新海悟郎が中心 となっ

て,東 京 ・大 阪 ・京都 ・名古屋 ・神 戸の5都 市24地 区

9,400戸 について調査を行っている。建設省が行 う住居

不良度の判定に関する研究は 「応用研究」,建 設省建築研

究所が行う住宅階層的な調査 は 「基礎研究」 という位置

付けで役割分担を行ってきたのではないか と考えられる。

なお,大 阪 ・京都 について新海関連の書簡を見ると,

京都市は管財局 ・民生局,京 都府建築部,大 阪市では建

築局住宅課 と連絡を取っていた記録があった。京都市の

場合,調 査の学生は主に京都大学建築学科西山研究室か

ら参加 した。大阪市の場合,大 阪市立大学の学生が参加

した。

④昭和27年 度の動き

昭和27年 の9月30日 からは,研 究題目 「住居不良度に

関する研究」 として,新 たな予算のもとで研究が進めら

れている。 この年が研究の実質的な最終年度となる。研

究の実施は4つ のグループに分けられていた。すなわち,

第1に 住居困窮度の判定基準,第2に 不良住宅地区判定

に関する基準,第3に 住宅の具備すべ き最低基準,第4

に老朽住宅の老朽度の判定基準,を それぞれ作成するグ

ループであった。研究会が明らかにしようとしていたこ

れらの内容については,住 田昌二 『不良住宅地区改良の

研究』に詳 しく説明 ・評価 されている。4番 目の不良住

宅地区判定基準については,東 京都三河島,京 都市三條

地区の実態 を調査 し,渡 邊要,佐 藤鑑,高 山英華,西 山

夘三の4人 が担当 した。研究組織の位置付けは以下のよ



うになっていた。

主任研究者(東 京大学教授 ・渡邊要)

共同研究者(横 浜国立大学教授 ・佐藤鑑,東 京大学教

授 ・高山英華,京 都大学助教授 ・西山夘 三)

世話人(建 設省建築研究所 ・新海悟郎,建 設省 ・斎

藤竹生)

この研究会の開催に先立 って,そ れまでの作業内容 と

して,昭 和26年11月 中旬 までに,東 京都 一三河島及び京都

市三條地区の現地調査を終 え,3月 上旬までに集計 を終

了,そ して3月 末までに不良住宅地区判定方法の検討を

終了した。

9月30日 に昭和27年 度の研究が始 まった後の経過は,

10月22日 に補助金交付の決定,10月25日 に第2回 委員会

を開催 し研究分担 を決定 した。

この年度の最終報告書が,住 居不良度の判定に関する

委員会 『昭和27年 度建設技術研究 住居不良度の判定に

関する研究報告書』(昭 和28年3月)で ある。各項 目が

整理 され,そ れぞれの状態 に応 じて何点与えるかという

ことが詳細 に決められてお り,そ の後の住宅地区改良法

における地区改良基準の雛形 になった。

7.2西 山夘三の主張の内容

委員の一人だった西山夘 ≡三は,不 良住宅地区改良にお

ける採点評価法についての西山独自の意見を昭和27年1

月に明 らかにしている。時期的には,建 築研究所 ・新海

悟郎による住宅階層分析調査の終了後にあたる。

これは建設省に対する昭和26年 度の研究成果報告の回

答書,と いう形でなされた,。この年は東京大学の渡邊要

が研究代表者 となっていたが,そ の研究会に対する回答

書の中で,京 都市三條地区の調査結果を踏まえて西山は昭

和27年1月10日 付の資料において(カ ーボンコピーによっ

て複写された原稿用紙の書類),以 下のように述べている。

「不良住宅の判定に関する研究報告の回答」

……研究の結果,従 来の不良住宅地区改良が目標の一つ

として取 りあげていた救貧的住宅政策 としての意味を改

良事業の中に含 ませるのは不適当である。これは,住 宅

政策の全体の体系の中で別個の対策として取 りヒげられ

るべ きものと考 えられる。ただ,自 力改築不能であるこ

とが,公 共的救済を促す用件 と考えられるが故に,居 住

者の生活水準 については一応考慮すべ き条件 として付け

加えた。(以 下略)

また,『 建築 と社会』(昭 和27年5月)で 西山は 「不良

住宅地区の基準」 という題 目で も,採 点評価法 を批判的

に検討 している。その主な論点を上記の回答書 とあわせ

て整理すると,以 下のようになる。すなわち,

・不良住宅地区改良は量的に足 りない。従って,救 貧対

策にはならない。

・不良住宅地区改良の問題は住宅政策全体の中で考える

べ きである。

・採点評価法は必ず しも客観的ではなく,ス ラムの選定

にあたって恣 意性を除外できない。

・「人道主義か らの悲惨の救済」の立場は,知 らず知 ら

ずのうちに 「害毒としての不良住宅除去」の立場に融

合 してい く。

・自力改築不能な居住者のための公共的救済は必要であ

る,,そ のため,物 的状況だけでな く,居 住者の生活水

準をも検討する必要がある。

・地区選定にあたっては,自 力改築が不可能な居住者 を

特定するために,生 活水準を指標化すべ きである。

・居住者の改善意欲の組織化を促すことが重要である。

7.3西 山夘三と建設省の意見の相違について

この一連の研究会において開発 された採点評価法の諸

指標は,昭 和27年 以降の第2種 公営住宅枠の改良住宅に

も応用 され,昭 和35年 の住宅地区改良法の制定にも受け

継がれてい くことになるのであるが,西 山の地区選定に

関する主張,つ まり,「生活水準」 をも考えるべ きであ

るという主張は,結 局,最 終的な報告書 『住居不良度の

判定に関する研究報告書』には採用されなかった。西山

文庫の資料の中には,こ れについて不満を述べ るメモも

残されていた,、

建設省が住宅地区改良の地区選定について西山の主張

を採 り入れなかった理由は,物 的な指標だけに限定 した

かったからであろう。生活水準 を考慮すると際限な く救

済の対象に しなけらばならなくなる,と いう思惑があっ

たのか もしれない。 また,内 務省が建設省 と厚生省に分

割 されて以降,建 設省の施策が物的な側面に限定されて

い くという傾向が,既 に生 じてきていたのかもしれない。

地区を限定 し,あ る限られた範囲において社会政策を行

うとい うことは,あ る意味で,行 政側 としては当然の対

応 ともいえる。西山の主張は,そ うした役割意識にこだ

わらない,社 会全体に目を向けた主張になってお り,自

由な言論人としての研究者の立場 を貫いた形 となった。

住宅政策はす ぐれて救貧対策であるべきであ り,こ れを

通 して社会全体を改良したい という西山の理想が,こ の

研究会における主張1によく読み取ることができる。

8.今 後の課題

本研究で用いた資料の整理分析にあたっては,そ れぞ

れの分野で年表,資 料比較表,団 地 リス トなどが作成さ

れている。本報告ではこれら資料の収録は割愛 した。

なお,こ の時期の西山の活動 を振 り返るためには,系

統的に書きためられている日記の解読が必要である。残

念ながら今回の研究では,そ の作業にまでは及んでいな

い。その作業に手を着けるためには,い ましばらく歴史

的な 「時」の経過が必要 と思われる。


